
員が議決権を通じて経営の意思決定
に参画するため、経営の透明性向上
につな がります。グ ローバ ル にビ ジ
ネス展開する当社が指名委員会等設
置会社へ移行したことは自然な流れ
であったと言えるでしょう。
中 村・当 時、当 社 がグル ープ 監 査 の
強 化を急 務とした背 景についてさら
に深掘りしておきたいと思います。こ
の 点について、どのような 課 題 認 識
があったのでしょうか？
三 橋・2017 年 末 頃 からわが 国 の 製
造業における品質不正問題が多発し、
日本企業の内部統制、内部監査の建
て直しが耳目を集めていました。これ
は当社にとっても対岸の火事とすべき
ものではなく、実際、当社の国内主要
子会社においても 、品質管理の不備
に起 因 するクレームに関 する当 社 へ
の報告が遅れる事案などが生じてお
り、組織慣習・ル ールの弛みや歪みを
正す組織風土改革が切望されていま
した。組織的な対応として、グル ープ
内の業務プロセスを社外取締役から
なる監査委員会の客観的な目で再確
認することが、従来の慣れ合いを断ち
切る契機にもなり得ると考えました。
そのため、監査委員会設立を機に、当
社の内部監査部門である監査部を社
長と監査委員会へのデュアルレポート
としました。これによって、執行側の
内部監査と監査委員会による監査の
連携強化に向けた体制整備を進める
ことができたと考えます。
中村・このデュアルレポ ートに加え、
三橋さんは 、監査委員会設立当初か
らグ ル ープ 監 査 体 制 として「 Audit 
on Audit」のコンセプトを打ち出して
いました。このコンセプトの狙いはど
のようなものでしたか？また 、どのよ
うにしてこのコンセプトに至ったので
しょうか？
三橋・グループ監査体制は、グループ
の経営体制・経営モデルの一翼を担
うものです。「 Audit on Audit」のコ
ンセプトをご説明する前に、近年、大
きな変化を遂げてきた当社グル ープ
の経営体制・モデルの変遷を振り返っ
ておきましょう。

この 変 遷 を 大 別 すると、3つのス
テージ にまとめられます。すなわち、

2014年12月のアジア合 弁 事 業 の 連
結 化（当 社 持 分 比 率 が40%から51%
へ）の 完 了 以 降、2019年 度までの 数
年 来 の 期 間 に 志 向していた「World 
Headquarters（ WHQ ）/Regional 
Headquarters（RHQ）」モ デ ル のス
テージ。その 後、2020年3月 の 指 名
委員会等設置会社移行を機に打ち出し
た「蜘蛛の巣型経営」。続いて、2021年
1月のアジア合弁事業100%化・インド
ネシア事業の買収完了を経て、共同社長
体制へ移行した後から現在に至る「自律・
分散型経営」をベースとした「アセット・
アセンブラー」モデルのステージです。
「 WHQ/RHQ」モデルにおいては 、

日 本 本 社 をWHQとして 中 央 集 権 的
なグル ープ統制機能を強化するとと
もに、WHQからRHQへ 役 員 を 派 遣
しながら権 限を委 譲し、地 域 統 括を
行うことによって、地域・事業環境に
密 着した 成 長 を 促 そうとしていまし
た。私の監査委員長としての起点は 、

「 WHQ/RHQ」モ デ ル から、当 社 を
WHQとしてグル ープ 統 制 機 能 の 中
心としつつ、PCの自律 性をさらに重
視した「蜘蛛の巣型経営」へ一歩踏み
出す時期に当たります。そこで、設立
当初の監査委員会において、既に整
備が進んでいたRHQ 構造を生かし、
国内外で地域ごとに自律的に実施さ
れている監 査 を 有 効 利 用 するべく、
当社の内部監査部門が各地の監査結
果を参照・活用しつつ、直接往査する
ことによりグル ープ 全 体 の 監 査 の 実
効 性 を 高 める「 Audit on Audit」の
コンセプトを打ち出しました。また 、
当時は監査委員会の立ち上げ期でも
あり、監査委員会の客観的な目で各
地の現状を確認するべく、当社の監
査部のみならず監査委員も積極的に
現地往査を行うこととしていました。
中村・「Audit on Audit」によるグループ
監査の実効性向上を目指すに際し、どの
ような課題があったのでしょうか？
三橋・当時の「 Audit on Audit」は 、
当社の監査部が、各地の監査結果を
参照・活用しつつ現地へ直接往査す
ることを主軸としていましたので、解
決すべき課題として、当社の監査部の
人材確保と往査時の監査ノウハウ強
化が必須と考えていました。

特に日本のPCにおいては、先ほど
言及した品質管理の不備に関する報
告遅延の問題などが生じており、リス
ク評価・対策や報告が適切に実施され
ておらず、また、監査で指摘された事
象をその 後どのように改 善につなげ
るかという視点も不十分に見えました。

一方で、既にグローバルにビジネス
展開していた当社グループの中には、
参考とすべき事例もありました。1 つ
は 、現地の会計事務所に内部監査を
委託し、先進的なリスクベースの手法
を 実 践していた 豪 州 のDuluxGroup
です。DuluxGroupでは、事 象 が 発
生する可能性と発生した場合の影響
度の双方を見極めた上での重要性判
定・リスク管理のみならず、機会損失
の視 点 からの提言などを実践し、年に
3回開催するAudit Risk Committee
を通じて経 営 層との 間 でリスク認 識
の 共 有 を 図っていました。もう1 つ
は 、アジア地域を中心とするNIPSEA
です。NIPSEAでは 少 人 数 体 制 のも
とでのオペレーションに 焦 点 を 当 て
ながら、伝 統 的な問 題 指 摘 型よりも
Corporate Assurance Reviewと
称するレビュー によってビジネス上の
課 題について解 決 策を提 示し、組 織
価値の向上につなげるという手法を
採っていました。
中村・三橋監査委員長としては、各地
の監査結果を参照・活用する「 Audit 
on Audit」によるグ ル ープ 監 査 の
実効性向上のためには 、各地の監査
情報の信頼性向上が前提であり、グ
ル ープ監査を通じて全体の質向上に
つなげるためには 、当社の内部監査
機能のレベルアップが必要と当時考
えられたわけですね。
三橋・その通りです。監査委員会とし
ては 、これらグル ープ 内 の ベ ストプ
ラクティスを吸収し、グル ープ内で展
開することによって、グル ープ全体と
して監 査 の 質を向 上させることが 肝
要と考えました。監 査 委 員 会 発 足に
際し、10 年 後 の2030 年におけるグ
ローバルな当社グル ープ監査体制の
あるべき姿を展望し、「株主価値の最
大化に向け、リスクベ ースで客観的な
保証、保全、助言および洞察を提供す
る」ことをミッションとして掲げる「監

グローバルにビジネス展開する当社グループが目指す、「パートナー会社（PC：当社の連結子会社）の自律性尊重」が支える 
「実効的かつ効率的なグループ監査の実践」とは？―― 独立社外取締役である中村昌義（取締役会議長）と三橋優隆（監査委員長）が、 

取締役会と監査委員会が重ねてきた当社のグループ監査の手法に関する議論とその実践のための体制構築の変遷を振り返り、 
MSVの実現に資するグループ監査のあり方、その実現に向けた課題についてご説明します。

1. 監査役会から監査委員会へ

中村・当社の機関設計を従来の監査
役会設置会社から指名委員会等設置
会社へ変革してから3 年が経過しまし
た。この移行に向けて、当時私たちが
掲げた目的のうちの1 つが「グローバ
ル監査体制の強化」でした。

現在、当社は共同社長の推進する
「アセット・アセ ン ブ ラー 」モ デ ル の

もと、良質なアセットの積み上げによ
るサステナブルな成長を通じてMSV
を追 求しています。この 経 営 モ デル
は 、共 同 社 長 が 各パ ートナー 会 社グ
ル ープ（PCG：地 域・事 業 ごとのPC
群）の責任者との相互信頼に基づき、
業務執行の権限と内部統制に関する
責任を各PCGに委ねることによって、
各PCGの自律的成長の最大化を目指
すものです。共同社長以下の経営陣
に対する監督機能を担う取締役会に

とって、世 界45 の 国・地 域に展 開す
るグル ープ経営のしかるべき透明性
を保持し、執行のタイムリー かつ適切
なリスクテイクをサポ ートすることは
最 も 重 要 なテーマであり、グル ープ
監査体制の強化や実効性の確保はま
すます重要な課題となっています。

本日は「『アセット・アセンブラー 』
モ デ ル におけるMSVを 追 求 するグ
ル ープ監査のあり方」を巡って、指名
委員会等設置会社への移行時から監
査委員長を務めておられる三橋さん
と、これまでの足跡を振り返るととも
に、現状の課題や今後のあり方につ
いて議論を進めたいと思います。

まず初めに、三橋さんが2020年3
月に監査委員長に就任された当時に
ついてお伺いすることから始めましょ
う。従来の監査役会から監査委員会へ
の移行をどのように捉えていますか？
三橋・監査委員会設立前年の2019

年には 、トルコのBetek Boya 、豪州
のDuluxGroupの 買 収 が 完 了し、当
社グループのポートフォリオは一層グ
ローバ ルに拡 充していました。当 社
のMSV 実 現 へ の 次 なる大 きな 一 歩
として、アジ ア 合 弁 事 業 の100% 化
を見 据えていた私たち取 締 役は 、執
行と監 督 の 分 離、それぞれのさらな
る機能強化に加え、グローバルな視
点 からより理 解 されやすいガバ ナン
ス体制を実現する必要があると考え
ていました。監査役会は日本固有の
機関設計であり、監査役は取締役会
での議決権を持たないため、コーポ
レート・ガバナンスの観点で海外投資
家からは経営への牽制機能が不十分
に見える面があります。その点、指名
委員会等設置会社では 、経営を監視
する立場にある監査委員会の過半数
を社 外 取 締 役 が 構 成し、株 主からの
負託を受ける取締役会の場で監査委

「アセット・アセンブラー」モデルにおける 
株主価値最大化（MSV）を追求する 
グループ監査のあり方

ガバナンス対談

筆頭独立社外取締役 取締役会議長

中村 昌義
独立社外取締役 監査委員長

三橋 優隆

マネジメントメッセージ 経営上の唯⼀のミッション「MSV」 MSV実現に向けた中⻑期経営戦略 MSVを⽀える経営体制 企業情報
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ガバナンス対談

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度

当社の主要なM&A・グループ再編、財務・非財務データの推移

主要なM&A・グループ再編

当社・日本

NIPSEA

DuluxGroup

米州

・2020年3月 指名委員会等設置会社への移行完了

・2019年7月 Betek Boyaの買収完了

・2019年8月 DuluxGroupの買収完了 ・2022年1月 Cromologyの買収完了

・2022年6月 JUBの買収完了

・�2023年2月 NPTの買収
決定

・2021年3月 Vital Technicalの買収完了

・2021年1月 アジア合弁事業100%化・インドネシア事業の買収完了

・2021年4月 共同社長体制へ移行

・2021年8月 欧州自動車用事業・インド事業のウットラムへの譲渡完了

・�2022年1月 純粋持株会社化と国内機能会社への 
再整備完了

・�2022年5月 中国自動車用連結子会社の
100%化完了
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査委員会監査方針」を策定しました。
「 Audit on Audit」体 制 を 構 築・ 進

化させ、グル ープ監査の実効性をさ
らに向上していくことが、このミッショ
ンを 果 たすことにつながると考 えて
います。

2. �共同社長体制による「アセット・ 
アセンブラー 」モデルへの移行

中 村・指 名 委 員 会 等 設 置 会 社 へ 移
行する直 前であった2019 年 度 実 績
と2023 年 度 計 画 を 比 較 すると、グ
ル ープの連結売上収益は6,920 億円
から1.4 兆 円 へ 倍 増、従 業 員 数 は 約
2.6 万人から約3.4 万人、連結子会社
数は197 社から240 社強へと成長し
ました。その間の2021 年1 月にはア
ジア合 弁 事 業100% 化・インドネシ
ア事業買収が完了し、当社グル ープ
はさらなる一体化を成し遂げました。
さらに、同 年4 月には 共 同 社 長 体 制
へ移行し、共同社長の進める「アセッ
ト・アセンブラー 」モデルのもとで当
社のガバナンス体制も大きく変貌しま
した。ガバ ナンスの 重 要な構 成 要 素
であり、「 Audit on Audit」を標榜す
るグル ープ監査体制は 、この過程で
どのように変化してきたのでしょうか？
三橋・当社グル ープの経営体制・モ
デルが、「蜘蛛の巣型経営」から、「自
律・分 散 型 経 営」をベ ースとした「ア
セット・アセンブラー 」モデル へと進
化していく中 で、監 査 委 員 会 ではグ
ル ープ監査体制のあり方を「実効性」
と「効 率 性」の2 つの 観 点 から検 討し
ていました。

それまでは、当社をWHQとしてグ
ル ープ統制機能を強化する方針に則
り、在日本の当社の監査部に各地の
担 当 者を擁し、往 査に基 づく監 査を
実施していました 。しかしながら 、例
えば、インドネシアの監査を行う場合、
こうした日本からの往査よりも 、ビジ
ネスの 実 態を把 握し、現 地 の 法 制・
商慣習や労働慣行を適切に理解した
現地の内部監査部門を活用した方が
実効的な監査につながるのではない
か？当 社に多くの 内 部 監 査 担 当 者を
配 置して中 央 集 権 的に管 理するより
も 、各PCGが自律的にガバナンスや

リスクコントロールの仕組みを整備・
運営し、当社は少人数でそ の状況を
モニター するアプロー チの方が効率
的 ではな いか？という課 題 認 識を抱
いていました 。

監 査 体 制 の 構 築 に 必 要 となるリ
ソースの 質と規 模、そ の 実 装に係る
コストを考え合わせた場合、当社が直
接 監 査 するよりも 、各PCGが 行う監
査の結果に依拠したグル ープ監査を
行うアプローチの 方 が、実 効 性と効
率性をバランス良く保てると考えまし
た。2020年3月に打ち上げた「 Audit 
on Audit」は 、「ア セット・ア セ ン ブ
ラー 」モデルのもと、進化を始めてい
きます。
中 村・PCGが 行う監 査に依 拠した監
査体制を志向するためには、取り組む
べき課題もあったと思います。「 Audit 
on Audit 」を 進 化 さ せ るた め に 、
具 体 的にどのように道 筋をつけられ
たのでしょうか？
三橋・「 Audit on Audit」の枠組みに
おいてグル ープ監査体制を充実させ
るためには 、どこにリスクがあるかを
明 確 にすること、PCGの 監 査 能 力・
スキル を 向 上 することの2 つが 必 要
不可欠でした。

そ もそ も「 Audit on Audit」が 成
立するためには 、PCGが自律 的に実
施する内部統制がグル ープとして有
効であることが大前提となります。

そ のため、2021 年 度 に 私 たち 取
締役会は共同社長とともに「グローバ

ル 行 動 規 範」の 策 定に加えて、「内 部
統制システム基本方針」を改定し、こ
れに伴い「グローバル・リスクマネジ
メント基本方針」、各PCGの内部通報
窓口の設置・運営について定めた「内
部 通 報 窓 口グローバル 基 本 方 針」の
改 定 をそれぞ れ 行 いました。これら
は 、共同社長のイニシアティブによっ
てグル ープ内部統制の枠組みとして
各PCGに徹底されており、各PCGの
監査機能はこの運営状況を監査して
います。現在の「 Audit on Audit」に
おいて監 査 委 員 会は 、これらの 枠 組
みが機能しているか、適切に運営され
ているかを監督する立場にあります。

また 、「グ ローバ ル・リスクマ ネジ
メント基 本 方 針」の 整 備 に 従 い 、リ
ス ク の 所 在 を 明 確 にする 手 段 とし
て、2022 年 度 からPCGへ のリ ス ク
ア セ ス メ ント 調 査（Control Self-
Assessment （CSA））を 行っていま
す。各PCG 責任者は 、経営上の潜在
的なリスクを網羅するCSAに記載の
リスク項 目について自己 点 検・評 価
するのみならず、自らが認識する5 大
リスクを挙げるとともに、リスク削減
策を共同社長に提示することが求め
られます。CSAの結果は監査委員会
にも報告され 、各PCGにおける内部
監査においてどこに焦点を当て、どの
ような観点から掘り下げるべきか、と
いったロードマップ を 示 すことにも
生かされています。さらに、当社の監
査委員会が中心となり監査部が事務

グループ経営体制・モデルとグループ監査体制の設計思想の推移

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度

機関設計

グループ経営体制

経営モデル

グループ監査体制
の設計思想

監査役会設置会社

World Headquarters（WHQ）/ 
Regional Headquarters（RHQ）」モデル

「WHQ/RHQ」モデルに基づき、監査役会と内部監査部門の連携によるグローバル監査体制を志向

「蜘蛛の巣型経営」への転換に並行し、「Audit on Audit」を志向

「自律・分散型経営」としての「アセット・アセンブラー」モデルに基づく
「Audit on Audit」へ進化

「アセット・アセンブラー」モデル

指名委員会等設置会社

中央集権型経営　 　蜘蛛の巣型経営　 　自律・分散型経営

日本ペイントグループ
グローバル行動規範

内部通報窓口グローバル基本方針

内部統制システム

グローバル・ 
リスクマネジメント基本方針

共同社長

取締役会
監査委員会

監査部
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ガバナンス対談

局を行うGroup Audit Committee 
（GAC）を通じて、各PCGへグル ープ

内のベストプラクティスを共有するこ
とにより、各PCGの 監 査 能 力・スキ
ル の 底 上 げにつながっています。こ
のような仕組みにより、グループ監査
のさらなる実効性の向上が可能になっ
ています。

3. �信頼関係に基づく 
「 Audit on Audit」の深化

中 村・「 Audit on Audit」において、
各PCGの自律的な経営が、実効的か
つ効率的なグル ープ監査につながる
ことが改めて認識できました。

他 方、この 枠 組 みが 有 効に機 能す
るためには 、当 社グル ープ 経 営 の 重
要な概念である「信頼」が重要な役割
を果たしていると思います。これまで、
各PCGのメンバー などとどのように

「信 頼」を 構 築、また 維 持・向 上して
きたのでしょうか？
三橋・そうですね。共同社長、各PCG
責 任 者をはじめとする現 地 主 要メン
バーに加え、各地の外部監査機関との
信頼関係が、「 Audit on Audit」体制
の礎です。

最初に 、共同社長との信頼関係が
全ての根幹になります。現在の共同
社 長 体 制 になる 以 前 では 、信 頼 を
ベ ース にした「 Audit on Audit 」体
制へ の進化に踏み切ることはできま
せ んでした 。NIPSEAグル ープ を 連
結 売 上 収 益 の 約 5 割 、営 業 利 益 の 6
割強を占める中核事業へと押し上げ
た立役者であり、グローバルな塗料・
周 辺 事 業 の マネジメントに精 通した
ウィー氏。資本市場に造詣が深く、数

多 の M&A 取 引を成 功 裏に収 めた 経
験を通じてリスクアセットの評価とマ
ネジメントに秀でた若月氏。この卓越
したコミュニ ケーションスキ ル を 持
ち合わせた両氏を、アジア合弁事業
100% 化を経て共同社長に迎えるこ
とが できたことは 、特 筆 すべき契 機
となりました 。先ほど述べた通り、各
PCG が 自 律 的 に 実 施 する内 部 統 制
がグル ープ全体として有効であるこ
とを確 保 するべく、私たち 取 締 役は
グル ープ内部統制の仕組みを共同社
長とともに 刷 新しました 。この 運 営
の 成 否は 、共 同 社 長 のリー ダーシッ
プに懸かっています。共 同 社 長との
相互信頼に裏打ちされた緊密かつ実
質 的 なコミュニ ケーション が 何 より
も重要です。

加 えて、各PCG 責 任 者 をはじめと
する現地主要メンバー との信頼関係
もとても大 切 な 要 素です。先 ほど述
べた通り、私たちのアプローチでは 、
各PCGの内部監査部門が現地のビジ
ネスの あり方や 法 律、労 働 慣 行 など
も念頭に置き、リスクの所在を意識し
ながらポイントを押さえた 監 査を自
律 的 に 実 践 することをベ ースとして
おり、当社の監査部が現地に出張して
予め準備したチェック項目を確認する
のではありません。しかし、グループ
全体でその結果やノウハウを共有す
るためには 、監査委員会や当社監査
部と現地メンバー との緊密な意思疎
通 が 必 要 不 可 欠です。また 、監 査 委
員会は 、各PCGの内部監査部門が期
待されている監 査を適 正に実 施して
いるかを 確 認 する 必 要 もあります。
これらを全うするためには、円滑なコ
ミュニケーションル ートを確保し、相

互信頼に基づき情報共有の質を向上
することが 欠 かせません。例 えば 、
当社は中国における不動産ディベロッ
パ ー向けの売上債権に関して、2021
年12 月期に36 億円、2022 年第2 四
半期に130 億円の貸倒引当金を計上
しましたが、この事案については 、早
期 から、監 査 委 員 会 はもちろん 、取
締役会においても中国不動産市場の
状況を積極的にモニタリングし、リス
クコントロールに注力してきました。
ここでも 、共 同 社 長と中 国 現 地 の 経
営 陣との 相 互 信 頼に基 づくコミュニ
ケーションが、事案の全体像を正確に
理解し、適切な対応を審議する上で極
めて有益であったと評価しています。

また 、監査委員会と当社監査部は
各PCGから 定 期 的 な 報 告 を 受 ける
とともに 、現 地 の 経 営 陣、外 部 監 査
人 から、経 営 上 の 問 題 意 識 や 潜 在
的 なリスクにつ いて 定 期 的 に 聴 取
し、「 Audit on Audit」の 稼 働 状 況
をチェックしています。各PCG の 自
律 的 かつ 実 効 的 な 監 査 と、相 互 信
頼に基づき緊 密に行われるコミュニ
ケーション、複 眼 的 な 情 報 提 供 を 通
じて得られる私たちの十全な理解が、

「 Audit on Audit」を 効 率 的 に 運 営
する鍵となっています。

監査委員会では 、PCG 経営陣との
信頼関係の構築に向け、積極的に対話
の機会を持ってきました。監査委員会
が設置された2020 年以降、新型コロ
ナウイルスの影響による制約はあった
ものの 、可能な限り直接的な対話に
努め、累計で約40 回の対話を実施し
ました。抽出されたリスク項目、その
解 決 策について、経 営 戦 略にまで踏
み込んだフラットかつ双方向のコミュ

共同社長、各PCG責任者をはじめとする 

現地主要メンバーとの信頼関係が、 

「Audit on Audit」体制の礎です。

“

”

”

“監督手法の実効性・効率性を向上させ、 

監査の質向上に貢献することを通じて 

MSVを追求します。

ニケーションを重ね 、現在の信頼関係
が構築されてきたと思います。

監 査 委 員 会 設 立 当 初 に 設 置した
GACは2023 年3 月に第6 回を迎え、
国内外の各PCGの主要メンバー が東
京で初めて顔を合わせました。このよ
うなコミュニケーションを通じた信頼
関係の構築により、これからの「 Audit 
on Audit」体 制 はさらに深 化してい
くでしょう。

4. �MSV 実現へのさらなる 
貢献に向けて

中 村・これまで の お 話 を 伺って、当
社 の 監 査 体 制 が 現 在 の「 Audit on 
Audit」に至る背景が理解できました 。
ここからは、MSVに資する「グループ
監 査 体 制」の 将 来 像についてお 伺 い
します。また、今後についてはどのよ
うな 課 題 を 認 識 されていて、どのよ
うに取り組もうとされているのでしょ
うか？
三 橋・監査委員会では 、実効性評価
を毎 年 実 施し、当 年 度 の 活 動を振り
返るとともに、次 年 度 の 注 力テーマ
を 抽 出しています。これに 基 づき、
2022 年度の活動のトピックスとして
は、「 ESG・SDGsへの対応の有効性」
や「 ITガバナンス・情報システム体制
の有効性」などを取り上げ、2023 年
度 については 、「リスクマ ネジメント
体制監視の有効性」や「内部監査の監
視、監査委員会監査との連携の有効
性」などについてさらに踏み込んでい
く予定です。ここではもう少し目線を

未来に移しながら、当社の「グル ープ
監査体制」に関する長期的な課題につ
いて、監査委員会で審議していること
に触れておきたいと思います。

私たち監査委員会は 、「人的な対応
の限界」を課題として認識しています。
経営データのデジタル化に伴い 、デ
ジタル上の情報を効果的に活用する
デジタルベ ースでの監査委員会活動
を視 野に入 れる必 要 があります。私
たちが 行う監 査においてもデジタル
データを念 頭に置 いた視 点を持ち 、
デジタルツールを活用した監査へ移
行することは避けて通れません。

具体的には 、リスク度合いを念頭に
置いた適切な監査を実施するために
は 、各分野に内在する固有リスクを把
握し、そのリスクが適切に管理されて
いるかという観点から、残存するリス
クを正確に認識する必要があります。
全 ての 主 要 なリスクエリアについて
このように残存リスクを認識すること
によって、各PCGにおいてどの 分 野
のリスクが高いのか、どのように監査
資源を配分するべきかを客観的に判
断 することが 可 能 になります。現 状
でもグル ープ内にはデジタルベ ース
の手法を実践して監査計画を策定し、
効率的かつ客観的に監査資源を配分
しているPCGがあります。将 来 的 に
はこのような手法をグル ープ内で展
開して、グル ープ全体として監査の質
と効率を向上させる必要があります。
これが 可 能になると、前 年 度 比 較に
よって残存するリスクの変化を把握で
きるなど、各PCGの 経 営 陣によるリ

スク認識がよりタイムリー に当社と共
有 可 能 になるとともに、「 Audit on 
Audit」に基づくグル ープ監査におい
ても 、アセットである各PCGのリスク
の 詳 細、グル ープ 全 体 の 状 況をより
効 率 的にモニター することができる
でしょう。
中 村・現地の経営情報、監査手法が
デジタル 化された後、監 査 委 員 会は
どのように関わり、どのような役割を
果たしていくことになるのでしょうか？
三 橋・監 査 委 員 会としては 、各PCG
がデジタル化された経営データや分
析結果をどのように活用しているか、
という目 線 で 監 督 することになりま
す。したがって、各PCGの自律的な経
営を尊重する点は変わらない一方で、
私 たちとしてはデジタル 化 された 経
営目線で何らかの助言はできないか、
という視点で活動していくことになり
ます。

グループ全体として、人的な対応か
らAIなどを活 用したデジタル なガバ
ナンスやリスクコントロールへと変化
する中で、監査委員会としても監督手
法 の 実 効 性・効 率 性を向 上させ、監
査 の 質 向 上に貢 献することを通じて
MSVを追求することになるでしょう。
中村・当社グル ープの経営体制の進
化とともに、監査委員会が考え実践し
てきた「 Audit on Audit」体 制 の 経
緯、MSVに 資 する「グル ープ 監 査 体
制」の将来像についてお話を伺うこと
ができて、とても有意義でした。本日
はありがとうございました。
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